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１．平成１５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）
（１）連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
15年3月期 63,637 ( △ 4.2 ) △ 8,408 ( － ) △ 5,837 ( － )
14年3月期 66,412 ( △ 10.9 ) △ 13,244 ( － ) △ 65,972 ( － )

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 経 常 収 益
当期純利益 1 当期純利益率 経常利益率 経常利益率株 当 た り 当 期 純 利 益

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年3月期 △ 14 44 △ 22.5 △ 0.3 △ 13.2
14年3月期 △ 225 43 △ 131.2 △ 0.4 △ 19.9

（注）①持分法投資損益 １５年３月期 48百万円 １４年３月期 23百万円
②期中平均株式数（連結）１５年３月期 普通株式 404,389,053株 第一回優先株式 49,165,000株

１４年３月期 普通株式 292,650,991株 第一回優先株式 49,165,000株
③会計処理の方法の変更 無
④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。

（２）連結財政状態

１株当たり 連結自己資本比率総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本 （国内基準）

％ 円 銭 ％百万円 百万円
15年3月期 2,801,998 58,115 2.1 58 62 6.87 ( )速報値
14年3月期 2,866,751 62,612 2.2 69 70 7.18

(注)期末発行済株式数（連結） １５年３月期 普通株式 404,268,414株 第一回優先株式 49,165,000株
１４年３月期 普通株式 404,545,192株 第一回優先株式 49,165,000株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年3月期 △ 11,378 22,309 △ 2,501 66,164
14年3月期 62,459 △ 65,951 24,759 57,753

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 3社 持分法適用非連結子会社数 社 持分法適用関連会社数 4社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） 社 （除外） 社 持分法 （新規） 2社 （除外） 社

２．平成１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期 30,700 2,200 2,900
通 期 60,400 4,100 4,200

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 8円 69銭
※業績予想の利用に関する注意事項

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在
における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項等につきましては、添付資料の９ページを参照してください。
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「平成１５年３月期の連結業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額＝ × 100
｛（期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額
○１株当たり株主資本 ＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１６年３月期の連結業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式を除く。
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株式会社 紀 陽 銀 行

企 業 集 団 の 状 況

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、連結子会社３社及び関連会社（持分法適用会

社）４社で構成され、銀行業務を中心に、事務代行業務、電子計算機関連業務などの金融サービスに

係る事業を行っており、事業系統は次のとおりであります。

（☆は連結子会社、●は持分法適用会社）

銀 行 業 務 本店及び支店 ９６ 出張所 ７

連結子会社 ☆ 阪和信用保証株式会社

☆ 紀陽ビジネスファイナンス株式会社

事 務 代 行 業 務
連結子会社 ☆ 陽和ビジネスサービス株式会社

そ の 他 業 務

紀

陽 リ ー ス 業 務
関 連 会 社 ● 紀陽リース・キャピタル株式会社

銀 ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ業務

行

電 子 計 算 機
関 連 会 社 ● 紀陽ソフトウェアサービス株式会社

関 連 業 務

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務 関 連 会 社 株式会社紀陽カード●

株式会社紀陽カードディーシー●
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経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針

１．経営の基本方針

当行およびグループ各社は、「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」「堅実経営に徹し、たく
ましく着実な発展をめざす」を経営理念とし、経営基本方針である＜地域社会から強い信頼と支持される
「紀陽」＞を実現するために、以下の５項目の確立をめざしております。

①地域社会の一員として地域に役立つ企業であること
②徹底したサウンドバンキング（堅実経営）
③地域のお客様への充実した総合金融サービスの提供
④コンプライアンス・高い倫理観の経営
⑤活力と働きがいのある組織

２．利益配分に関する基本方針

利益配分に関しましては、銀行業の公共性に鑑み、健全経営を確保するため、適正な内部留保の充実な
ど財務体質の強化を図りつつ、安定した配当を継続的に実施することを基本方針としております。
しかしながら、平成１４年度決算において２期連続の赤字決算となりましたことから、株主の皆様には

誠に申し訳ございませんが、優先株式・普通株式とも期末配当金を引き続き見送らせていただきます。
今後は、復配に向け、従来にも増して収益力の強化を図りつつ、効率経営に取り組み、全力を挙げて業

績の回復に努め、株主の皆様のご期待にお応えしたいと考えております。
なお、平成１５年度の配当につきましては、商法の規定により中間配当はおこなえませんが、年間配当

金として、１株につき第１回優先株式１４円、普通株式２円５０銭を予定しております。

３．目標とする経営指標

当行およびグループ各社は、親身できめ細かいサービスを提供できる「金融サービス企業」をめざし、
平成１４年５月に中期経営計画『改革プロジェクト２００２』を策定しました。しかしながら、デフレ経
済の進行や地域経済低迷など厳しい経営環境が今後も予想されますことから、この計画を、収益力の更な
る強化に視点をおいた内容に改定いたしました。改定後の計画では、平成１８年３月末における紀陽銀行
単体の達成すべき具体的な経営指標を以下のとおりとしております。
この計画の達成のために、グループ企業各社が相互にサポートし、相乗効果で企業集団全体の収益力を

アップしていきたいと考えております。

＜目標とする経営指標＞
（平成１８年３月期） （参考：平成１５年３月期）

コア業務純益 ２１０億円 １８０億円
当期利益 １００億円 △ ６７億円

６４.２％経費率（コアＯＨＲ） ６０.０％以下
実働人員 １,５００名 １,７８９名

・コア業務純益とは業務純益から債券関係損益・一般貸倒引当金繰入額を除いたもので、銀行の継
続的な本来の業務での収益力を示すものです。

・コアＯＨＲとは業務粗利益（債券関係損益を除く）に対する経費の割合で効率性を示す指標です。

４．対処すべき課題

金融機関を取り巻く環境は、景気停滞に伴う資金需要の落ち込みや株式市場の低迷等、厳しい状況が続
いております。このような状況を踏まえ、グループの中核である紀陽銀行では、平成１４年５月に「安定
収益体質への改革」、「組織活性化への改革」、「資産健全化への改革」を主要課題とする中期経営計画
『改革プロジェクト２００２』を策定し、各種施策を遂行してまいりました。
しかしながら、平成１４年度中の経済情勢の変化等を考慮し、この厳しい経営環境への対応力をより強

化するため、現在遂行中の中期経営計画を、収益力の更なる強化に主眼を置いた内容等に改定することと
いたしました。
改定をおこなう中期経営計画では「徹底した顧客志向と地域貢献」「中小企業向け取引における金融サ

ービスの強化」「不良債権問題等からの早期脱却」「経費の更なる圧縮」を基本とした各施策により、収
益力の更なる強化を図ることを目指しております。

株式会社 紀陽銀行
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＜徹底した顧客志向と地域貢献＞

・地域経済活性化のための体制整備
お取引先の株式公開につきまして、紀陽銀行と紀陽リース・キャピタルが協力し、平成１３年度以降
では３社のご支援をさせていただきました。
また、お取引先の多様化する資金ニーズに対応する一環として、シンジケートローンの組成にも積極
的に取り組み、平成１４年度にはお取引先２社の資金調達に対し、共同主幹事として銀行団の取りま
とめをさせていただきました。

＆今後、更なる体制の強化、ノウハウの蓄積・向上に努め、株式公開対象企業の発掘や創業支援、Ｍ
Ａ等への対応を通じて、地元企業の成長支援に積極的に取り組んでまいります。

・『リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム』への対応
平成１５年３月に、金融庁から『リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプロ
グラム』が公表されました。このアクションプログラムのうち、特に地域経済の活性化に必要である
「創業・新事業支援機能等の強化」「早期事業再生に向けた積極的取り組み」「新しい中小企業金融
への取り組みの強化」を推進するための体制を強化し、融資商品やファンド等の開発に努めてまいり
ます。

・顧客満足度向上のための取り組み強化
お客様の満足度向上を図るために、ＣＳモニター部署を新設いたしました。これとともに、行員に対
する啓蒙活動や研修等を充実してまいります。

＜中小企業向け取引における金融サービスの強化＞

・ビジネスサポートセンターの新設
小規模のお取引先へのご融資に対し、よりきめ細かいサービスの提供ができるように、和歌山市内に
ビジネスサポートセンターを平成１５年上期中に設立します。当センターでは、自動審査システムの
導入や専用商品の開発等により、より迅速な対応に努めます。

・お取引先への経営サポート体制整備と取り組み強化
当行の営業推進本部内に、ピクシス事業室を設置しております。（「ピクシス」とは、ギリシア語で
「羅針盤」を意味します。）お取引先の株式公開、Ｍ＆Ａ、事業承継等の支援サービスを行うととも
に、仕入先・販売先等の紹介や業務提携先の紹介など、より幅広い範囲でサポートできる体制を整え
てまいります。
また、経営改善に取り組まれているお取引先へのサポート体制の強化のため、当行の融資本部内に経
営サポート室を設置しております。経営サポート室では、経営計画策定のお手伝いや経営コンサルタ
ントのご紹介などを行っております。

・スピードを重視した審査体制の確立
当行では、融資取引において、お取引先の格付制度を導入しております。この制度の精度向上を前提
に、格付に応じて審査権限を営業店長に大幅委譲することなどにより、案件審査をより迅速におこな
う体制づくりに取り組みます。

＜不良債権問題等からの早期脱却＞

・経営改善のサポートと不良債権管理回収のための体制整備
経営サポート室の機能を充実させるとともに、不良債権の管理・回収についても、営業店での管理・
回収業務を本部に一元化し、事業再生に向けたノウハウの向上、適切かつ効率的な管理を行い、不良
債権問題からの早期脱却を図ります。

・保有株式残高の更なる圧縮
平成１３年３月末現在の紀陽銀行単体ベースでの保有株式残高は１，０８４億円でありましたが、平
成１５年３月末現在では３３４億円となっております。このように保有株式残高については、かなり
圧縮してきておりますが、株価リスク対策として更なる削減に努めてまいります。

＜経費の更なる圧縮＞

・実働人員の更なる削減
改定前の『改革プロジェクト２００２』では、平成１７年３月までに紀陽銀行単体において実働人員
１，７５０名体制を目指しておりましたが、今回の改定では一段の人員削減を進め、平成１８年３月
までに、平成１５年３月末より約３００名削減した１，５００名体制を目指します。

・人件費の削減と成果主義の徹底
当行では、既に行員の賞与支給額を減額してきておりますが、平成１４年度の赤字決算等の結果を踏
まえ、更なる削減をおこないたく、従業員組合への提案をおこなっております。

株式会社 紀陽銀行
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株式会社 紀陽銀行

また、人事制度におきましては、更に成果主義を進めていくなか、組織の活性化、生産性の向上を図
ってまいりたいと考えております。
なお、これらの施策により紀陽銀行単体の総人件費は、平成１４年度実績の１５８億円から平成１６
年度には１４０億円程度となる予定です。

・物件費の更なる抑制（営業店の効率化と店舗統廃合）
当行の各営業店における業務については、既にかなりの部分を集中化し効率化を図っておりますが、
今後、各店の窓口事務のパート化を推進し、業務部門の更なる効率化を図るとともに、店舗の統廃合
も推進してまいります。

５．当期の営業施策

地域社会により密着した営業活動を展開するため、平成１４年度には、次のような営業施策をおこない
ました。

営業体制の整備●

当期において、当行は、法人新規開拓室を平野本部及び鴻池新田本部に設置いたしました。従来より
設置いたしております堺本部と併せ、大阪府下での３本部体制をとり、新規貸出先の開拓に努めており
ます。また、ピクシス事業室や経営サポート室などを設置し、中期経営計画でめざす「金融サービス企
業」への体制を整備しております。
個人のお客様との取引においては、大阪府下の大東・鶴見・八尾に住宅ローンセンターを開設し、住

宅ローンの積極的な推進をおこなってまいりました。また、住宅ローンセンターの新規開設とともに、
一部の住宅ローンセンターの統廃合などもおこない、効率化にも努めました。
さらに、効率化やお客様の利便性向上を図るため、店舗外現金自動設備（ＡＴＭ）の新設・廃止など

をおこなうとともに、郵貯のＡＴＭ網との提携を拡充し、従来の出金取引等に加え、平成１４年１０月
以降は相互に入金取引も可能とすることといたしました。
なお、現在当行は、本店があります和歌山市内の店舗網再編に着手しております。今後２年間で、和

歌山市内を含め、１０カ店程度の統廃合を実施してまいります。

●金融サービス面の充実

当行は、平成１４年１０月より生命保険の窓口販売業務を開始いたしました。本業である銀行業務に
加え、国債や投資信託を取り扱う証券業務や保険業務など、地域のお客様へ総合金融サービスをご提供
できる体制を今後も引き続き整えてまいります。
中小企業向け融資商品としては、和歌山県信用保証協会と提携した「紀陽ビジネスサポート」の取扱

いを開始しました。「紀陽ビジネスサポート」は、原則３営業日以内に審査結果をお伝えでき、申し込
み条件なども緩和しております。また、同様の商品として、大阪府信用保証協会と提携した「紀陽クイ
ックプラン５０００」の取扱いを平成１５年５月に開始いたしました。
また、消費者ローンにつきましては、電話でのお申し込みができ、消費者金融からの借り換えも可能

な「スーパーおまかせクレジット」の取扱いを平成１４年４月より開始いたしました。さらに、電話や
インターネットでのお申し込みが可能なカードローンやマイカーローンなどを設けるとともに、電話で
の受付時間を毎日（年末年始の銀行休業日を除く）午前７時から午後１１時までと大幅に拡大いたしま
した。
その他、ご好評をいただいている、ＡＴＭで宝くじを購入できる「紀陽宝くじサービス」については、

平成１４年４月以降、銀行休業日にも取り扱うことといたしました。

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

当行では、経営の健全性・効率性の向上をめざしつつ、経営基本方針である＜地域社会から強い信頼
と支持される「紀陽」＞の実現のために、経営の透明性を確保し、高い倫理感をもった、コンプライア
ンスを重視する企業風土を醸成していくことが最も重要であると認識しており、具体的には以下のよう
な施策を実施しております。

●取締役会の監督機能の充実及び意思決定の迅速化

当行では、取締役会のほか、頭取の最高協議機関として経営の基本方針や執行に関する重要事項の協
議をおこなう経営会議（常勤取締役をもって構成）を機動的に開催し、業務上の重要案件への迅速な対
応に努めております。
また、当行では、複数の取締役等から構成されるリスク管理委員会を設置しております。リスク管理

委員会では銀行全体の各種リスクを総合的に管理し対応を協議しております。その他、経営による各業
務施策への関与を密にし、経営課題への迅速かつ責任ある対応を図るために、各課題に対する担当の取
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締役を委員長とする各種委員会（法令等遵守委員会、ＡＬＭ委員会など）を設置しています。
さらに、当行では、経営の透明性を確保するとともに、意思決定の迅速化と業務執行力の強化をめざ

し、平成１５年４月に本部組織のスリム化を実施いたしました。
この組織改定にともない、取締役を本部長とする本部長制を導入し、本部長に業務執行上の権限を大

幅に委譲し、施策の立案と実施の迅速化をはかりました。また、１０部２室１事務所でありました当行
の本部組織を、５本部１室にスリム化いたしました。さらに、お取引先や株主様等と経営との接点を強
化するため、主要営業エリアを和歌山市内、和歌山県下、大阪府下に区分し、地区担当役員を配置いた
しました。

株主総会

監査役会

ﾘｽｸ管理委員会 取締役会 各種委員会

経営会議 頭 取

経 経 営 総 融 東 （地区担当役員）
営 営 業 合 資 京
管 企 推 管 本 本 ・和歌山市内担当
理 画 進 理 部 部
室 本 本 本 ・和歌山県下担当

部 部 部
・大阪府下担当

●監査機能

当行では、監査役制度を採用しております。
監査役は、経営の監査機能の中心的な役割を果たしております。また、会計監査人や経営管理室と連

携を密にし経営全般の把握に努めるとともに、業務監査・調査目的のもと、経営会議や各種委員会等に
も幅広く出席し、適正な牽制機能の確保を図っております。
なお、当行の監査役会は、監査役４名で構成されており、うち２名は社外監査役です。

●取締役数、報酬

取締役数につきましては、ここ数年で取締役を５名削減し、平成１５年３月末現在１０名体制となっ
ております。（社外取締役はございません。）今後も取締役数の更なる削減をおこない、執行役員制度
の導入も検討してまいります。なお、取締役の報酬につきましては、平成１４年度決算の赤字・無配と
いう結果をうけ、すでに減額中であった報酬をさらに減額しており、企業業績に対する経営責任を明確
に反映するよう努めております。

●法令等遵守の徹底

法令等遵守体制につきましては、全役職員に遵守すべき法令や倫理等について解説したマニュアルを
配布するとともに、様々な研修や勉強会を繰り返しおこない、意識の徹底を図っております。さらに平
成１４年４月には、今後取り組むべき具体的な実践計画を定め、遵法経営の徹底と行内における法令等
遵守意識の向上をより進めていくために、コンプライアンス・プログラムを制定いたしました。

●ディスクロージャーの充実

当行では、公正かつ適切な情報公開を積極的におこない、経営の透明性向上をはかっております。
この一環として、平成１４年６月より、経済対策閣僚会議「改革先行プログラム」及び金融庁「証券

市場の構造改革プログラム」の主旨等を踏まえ、四半期情報の開示を開始いたしました。現在は、四半
期ベースでの連結財務諸表の作成にむけ、内部体制の整備をはかっております。
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経営成績および財政状態経営成績および財政状態経営成績および財政状態経営成績および財政状態

１．経営成績

（１）当期（平成１５年３月期）の概況

わが国経済は、平成１４年度前半には、海外経済の回復に伴う輸出の増加や国内の在庫調整の一巡な
どから生産が持ち直し、回復に向けての動きがみられていましたが、年度後半には世界経済に不透明感
が増したことなどから、全体として横ばいの動きにとどまりました。
需要面をみますと、個人消費は厳しい雇用・所得環境のもと、弱い動きとなりました。減少を続けて

きた設備投資は下げ止まりましたが、住宅投資は低調に推移し、公共投資も減少を続けました。輸出は
アジアを中心とする海外景気の回復を背景に増加しましたが、年度後半にかけて増勢テンポは緩やかな
ものとなりました。
鉱工業生産は、年度前半は輸出の増加や在庫調整の進展を反映して増加しましたが、年度後半は足踏

みへと転じました。雇用面では一部に改善の動きがみられたものの、雇用者所得は減少を続け、家計の
所得環境は引き続き厳しい状況となりました。

和歌山県経済においても、生産面では回復に向けての動きがみられましたが、年度後半には足踏み状
態となりました。
需要面をみますと、個人消費は伸び悩み、住宅着工や公共工事は年度前半は前年を上回りましたが、

年度後半には前年実績を下回る状況となりました。設備投資は一部を除き慎重な姿勢が続きました。
鉱工業生産は、鉄鋼業や機械工業などで輸出を中心に増勢へと転じましたが、地場の製造業は輸入製

品との競合などから全体として低調な状況が続きました。
雇用情勢は一部に改善の動きもみられるようになりましたが、引き続き厳しい状況が続きました。

金融面においては、景気悪化への歯止め及びデフレ懸念払拭のため、日本銀行が量的緩和策を更に強
化し、市場に潤沢な資金を供給したため、短期金利は引き続き極めて低水準で推移しました。
長期金利については、デフレ懸念が払拭できないなか、カネ余りによる消去法的な債券買いにより、

年度初の 1.4％から年度末には 0.7％まで、ほぼ一方的に低下を続けました。
株式市場は、年度前半に日経平均株価が 12,000円台まで上昇しましたが、その後は景気の低迷・株

式の需給環境の悪化・イラク情勢の混迷などを受け下落基調となり、年度末には 7,972円となりました。
為替相場については、年度前半は新たなテロの懸念や米国経済の低迷懸念から、ドルの下落が続きま

したが、年度後半には、日本銀行の市場介入やイラク戦争の早期終結期待からドルの下落は一服し、年
度末には１米ドル 120円台となりました。

（２）紀陽銀行グループの業績

上記のような厳しい経済・金融環境のもと、当行およびグループ各社は、地域社会により密着した営
業績の伸展と経営体質の強化に努めてまいりました。業活動を展開し、

次のとおりとなりました。この結果、当期の連結ベースでの業績は、

連結経常収益は、紀陽銀行での資金運用収益を中心に、前期比２７億円減少し、６３６億円となりま
した。資金運用収益の減少は、地域経済の低迷が長期化していることによる資金需要の低迷や超低金利
の長期化にともなう紀陽銀行の貸出金利息の減少を主因としております。
連結経常費用は、紀陽銀行での資金調達費用やその他経常費用を中心に、前期比７６億円減少し、

７２０億円となりました。資金調達費用の減少は、超低金利の長期化にともなう紀陽銀行の預金利息の
減少を主因とし、またその他経常費用の減少は、紀陽銀行の不良債権処理損失が減少したことを主因と
しております。
連結経常収益の減少以上に、連結経常費用が前期比減少しておりますが、紀陽銀行で有価証券の減損

処理を８７億円おこなったこと、また不良債権処理額が依然高水準であったことから、連結ベースの経
常損失は、８４億円となりました。
なお、当期は、紀陽銀行厚生年金基金の代行部分を返上したことによる特別利益２２億円を計上いた

しております。
これらを受け、連結ベースの当期純損失は５８億円となりました。

グループの中核である紀陽銀行の業績の状況は、次のとおりとなりました。

資金需要の低迷などを背景に資金運用収益が減少いたしましたことを主因に、経常収益は、前期比
２８億円減少の６３２億円となりました。
経常費用は、資金調達費用や経費が前期比減少し、また不良債権処理損失も減少していることから、

前期比５６億円減少の７２８億円となりました。
連結の場合と同様、経常収益以上に経常費用が前期比減少しておりますが、有価証券の減損処理額や
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不良債権処理額が高水準であったことから、経常損失は９５億円となりました。
これらに加え、前出のとおり厚生年金基金の代行部分返上による特別利益を計上いたしておりますこ

とから、当期純損失は６７億円となりました。

（３）次期（平成１６年３月期）の見通し

金融機関の経営環境は、依然非常に厳しい状況が続いております。景気の先行き不透明感は払拭され
ず、デフレの進行により地価や株価が低迷を続けており、当行が地盤とする和歌山県及び大阪府南部の
状況も非常に厳しい状態が続いております。また、平成１４年秋の「金融再生プログラム」策定を契機
とした不良債権早期処理の流れ等も、平成１５年度は一層加速してくるものと考えられます。
この結果、不良債権の処理コストは、厳格な自己査定のもと引当を強化してきている当行であっても、

引き続き高水準なものとなることが予想されます。また、超低金利の持続は、資金運用収益の低下要因
となります。
しかしながら、当行およびグループ各社は、収益力の更なる強化に主眼をおき改定した『改革プロジ

ェクト２００２』のもと、業績の伸展と経営体質の強化に、総力をあげて取り組んでまいります。
以上により、平成１６年３月期の通期連結業績予想につきましては、経常収益６０４億円、経常利益

４１億円、当期純利益４２億円を見込んでおります。なお、紀陽銀行単体での平成１６年３月期の通期
業績予想につきましては、経常収益６００億円、経常利益３７億円、当期純利益４０億円を見込んでお
ります。

２．財政状態

（１）主要勘定の状況

連結ベースの平成１５年３月末の資産の部合計は、期中６４７億円減少し、当期末残高は２兆
８，０１９億円となりました。地域経済の低迷もあり、総じて資金需要が弱く、貸出金が減少しており
ます。
負債の部合計は、期中６０２億円減少し、当期末残高は２兆７，４３３億円となりました。預金が前

期比２１６億円減少したことや、紀陽銀行の不良債権最終処理に伴う債権売却損失引当金の減少などが
主因となりました。
資本の部は、当期純損失を主因に、期中４４億円減少し、当期末残高は５８１億円となりました。

グループの中核である紀陽銀行の主要勘定の状況は、次のとおりとなりました。

個人預金を中心に安定資金の確保に努め、また投資信託や国債等の販売を積極預金につきましては、
的に推進しました。当期末残高は、期中２１９億円減少し、２兆６，２６１億円となりました。
貸出金につきましては、住宅ローンは引き続き堅調に推移し、また、法人新規開拓室を中心に大阪府

下での新規貸出先の開拓を積極的に推し進めました。しかしながら、地域経済の長期低迷により、資金
需要が依然弱く、事業性資金を中心に期中７５８億円減少し、当期末残高は１兆８，０７１億円となり
ました。
有価証券につきましては、株価変動リスクの削減のため、保有株式の売却を進めたことなどから、期

中５２５億円減少し、当期末残高は６，２２９億円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローについては、紀陽銀行の債券貸借取
引支払保証金の増加等を主因に△１１３億円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローについて
は、紀陽銀行の有価証券の売却や償還による収入を主因に２２３億円となりました。財務活動によるキャ
ッシュ・フローについては、紀陽銀行の劣後特約付借入金の返済を主因に△２５億円となりました。この
結果、現金及び現金同等物は期中８４億円増加し、当期末残高は６６１億円となりました。

（３）自己資本比率の状況

銀行法第１４条の２の規定にもとづく連結自己資本比率（国内基準）は連結当期純損失を５８億円計上
したことなどにより６．８７％（前期比△０．３１％）となりました。なお、紀陽銀行単体の自己資本比
率（国内基準）は７．２１％（前期比△０．３５％）となりました。
平成１６年３月期末では、連結自己資本比率６．７％程度、単体自己資本比率７．０％程度となる見込

みです。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成１５年３月３１日現在

株式会社 紀 陽 銀 行

(単位:百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

現 金 預 け 金 ６６,１６４ 預 金 ２,６２４,１２９

コールローン及び買入手形 ２２,０２７ コールマネー及び売渡手形 １２,１３６

債券貸借取引支払保証金 １３５,８１８ 借 用 金 ２９,９０６

買 入 金 銭 債 権 １,７６１ 外 国 為 替 ４９

商 品 有 価 証 券 ４,８７０ 社 債 ２,０００

有 価 証 券 ６２４,０１２ そ の 他 負 債 １１,５８１

貸 出 金 １,７９４,３４５ 退 職 給 付 引 当 金 ４,３４８

外 国 為 替 １,８６６ 債 権 売 却 損 失 引 当 金 ４,９５７

そ の 他 資 産 ４６,７８７ 支 払 承 諾 ５４,２３８

動 産 不 動 産 ３３,０６７ 負 債 の 部 合 計 ２,７４３,３４８

繰 延 税 金 資 産 ４３,３６９ （ 少 数 株 主 持 分 ）

支 払 承 諾 見 返 ５４,２３８ 少 数 株 主 持 分 ５３４

貸 倒 引 当 金 △ ２６,３２８ （資 本 の 部）

資 本 金 ６０,３４６

資 本 剰 余 金 ９,２９７

利 益 剰 余 金 △ １１,７７１

株 式 等 評 価 差 額 金 ３１３

自 己 株 式 △ ７０

資 本 の 部 合 計 ５８,１１５

資 産 の 部 合 計 ２,８０１,９９８ 負債、少数株主持分及び ２,８０１,９９８
資本の部合計
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動
平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ
ております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
５．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

建 物 ６年～５０年
動 産 ４年～２０年

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却して
おります。

６．自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定
額法により償却しております。

７．当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）を適用し
ておりましたが、当連結会計年度からは「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）を適用しております。
なお、当連結会計年度は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置を
適用し、「資金関連スワップ取引」及び「通貨スワップ取引」については、従前の方法により会計処
理しております。
また、先物為替取引等に係る円換算差金については、連結貸借対照表上、相殺表示しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経
過措置に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額
を連結貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の
属する期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により連結損益計算
書に計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の
調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき
又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とし
た為替スワップ取引であります。
異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当額の支払額又は受取額と通
貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分
に適用されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引については、
日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置に基づき、債権元本相当額及
び債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、交換利
息相当額はその期間にわたり発生主義により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収
収益又は未払費用を計上しております。

８．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る
債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直
接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して
おります。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま
す。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き
当てております。
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なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は 126,883百万円であります。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は、
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１３年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
なお、会計基準変更時差異（10,215百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。

10．債権売却損失引当金は、（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値等を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引
当金は商法旧第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

11．当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
13．当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。
14．動産不動産の減価償却累計額 35,593百万円
15．動産不動産の圧縮記帳額 4,277百万円
16．連結貸借対照表上に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部については、リース契約により

使用しております。
17．貸出金のうち、破綻先債権額は 13,891百万円、延滞債権額は 79,711百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和
４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

18．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 1,184百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延してい
る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

19．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 48,344百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 143,132百万
円であります。
なお、17．から20．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利
を有しておりますが、その額面金額は 43,643百万円であります。

22．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 71,749百万円
担保資産に対応する債務

預 金 11,352百万円
コールマネー 11,894百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 68,997百
万円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は、 2,084百万円であります。
なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しておりま
すが、これにより引き渡した買入外国為替の額面金額は 46百万円であります。

23．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
29,500百万円が含まれております。

24．社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。
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25．１株当たりの純資産額 58円 62銭
なお、当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）等が
適用されたことに伴う影響額は、下記30. に記載しております。

26．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自
由に処分できる権利を有する有価証券 135,643百万円については、当連結会計年度末には当該処分を
せずに所有しております。

27．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、 269,685百万円であります。このうち
原契約期間が１年以内のもの(又は任意の時期に無条件で取消可能なもの)が 266,726百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）
予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

28．当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年２月１日
に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。
当行は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第
１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債
務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しており、本処理に伴う影響額は、特別利
益として 2,237百万円計上しております。
なお、当連結会計年度末における返還相当額は、11,367百万円であります。

29．「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１
日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を適用しております。
なお、これによる当連結会計年度の資産及び資本に与える影響は軽微であります。

30. 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する連
結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計
基準及び適用指針を適用しております。なお、前連結会計年度において採用していた方法により算定
した場合の１株当たり当期純利益金額等は以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 58円61銭
１株当たり当期純損失金額 14円43銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が計上されているため記載してお
りません。

31．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年４月２２日付
内閣府令第４７号）により改正されたことに伴い、当連結会計年度から次のとおり表示方法を変更し
ております。
(1) 現金担保付債券貸借取引の債券借入取引担保金は、前連結会計年度には「その他資産」に含めて

表示しておりましたが、当連結会計年度からは「債券貸借取引支払保証金」として区分掲記して
おります。なお、前連結会計年度において「その他資産」に含めておりました「債券借入取引担
保金」は 70,569百万円であります。

(2) 前連結会計年度において区分掲記していた「評価差額金」は、当連結会計年度からは「株式等評
価差額金」として表示しております。

(3) 前連結会計年度において資本の部は、「資本金」、「資本準備金」及び「連結剰余金（欠損金)」
として区分掲記しておりましたが、当連結会計年度からは、「資本金」、「資本剰余金」及び
「利益剰余金」として表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成１４年 ４ 月 １ 日
至 平成１５年 ３ 月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

６３,６３７経 常 収 益
４９,８８９資 金 運 用 収 益
４１,８２５貸 出 金 利 息
７,７１９有 価 証 券 利 息 配 当 金

２９コールローン利息及び買入手形利息
０買 現 先 利 息
７債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息
３預 け 金 利 息

３０２そ の 他 の 受 入 利 息
７,４０１役 務 取 引 等 収 益
４,４０５そ の 他 業 務 収 益
１,９４１そ の 他 経 常 収 益

７２,０４６経 常 費 用
３,４２１資 金 調 達 費 用
２,０７５預 金 利 息

０譲 渡 性 預 金 利 息
コールマネー利息及び売渡手形利息 １７５

０債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
６４３借 用 金 利 息
５０社 債 利 息

４７５そ の 他 の 支 払 利 息
２,６０１役 務 取 引 等 費 用
６,６１３そ の 他 業 務 費 用

３５,６９５営 業 経 費
２３,７１３そ の 他 経 常 費 用
３,３６１貸 倒 引 当 金 繰 入 額

２０,３５２そ の 他 の 経 常 費 用
８,４０８経 常 損 失
２,７５４特 別 利 益

１２動 産 不 動 産 処 分 益
５０４償 却 債 権 取 立 益

２,２３７厚生年金基金代行部分返上益
１２３特 別 損 失

１２３動 産 不 動 産 処 分 損
５,７７８税金等調整前当期純損失
１０９法人税、住民税及び事業税

△ ９５法 人 税 等 調 整 額
４５少 数 株 主 利 益

５,８３７当 期 純 損 失
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. １株当たり当期純損失金額 14円44銭

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が計上されているため記載しておりません。

なお、当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）等が適用さ

れたことに伴う影響額は、連結貸借対照表の注記30. に記載しております。

4．その他の経常費用には、貸出金償却 14,283百万円、株式等償却 2,897百万円、貸出債権売却損 1,648百万

円、債権売却損失引当金繰入額 841百万円を含んでおります。

5．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年４月２２日付内閣府

令第４７号）により改正されたことに伴い、前連結会計年度において「資金調達費用」中「その他の支払利

息」、又は「資金運用収益」中「その他の受入利息」に含めて表示していた現金担保付債券貸借取引に係る

受払利息は、当連結会計年度からは、それぞれ同「債券貸借取引支払利息」、又は同「債券貸借取引受入利

息」として表示しております。
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連 結 剰 余 金 計 算 書
自 平成１４年 ４ 月 １ 日

至 平成１５年 ３ 月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

４９,６９１資 本 剰 余 金 期 首 残 高

４０,３９３資 本 剰 余 金 減 少 高

４０,３９３資 本 準 備 金 取 崩 額

９,２９７資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

△ ４６,４４５利 益 剰 余 金 期 首 残 高

４０,５１１利 益 剰 余 金 増 加 高

１１７持分法適用会社増加に伴う増加高

４０,３９３資 本 準 備 金 取 崩 額

５,８３７利 益 剰 余 金 減 少 高

５,８３７当 期 純 損 失

△ １１,７７１利 益 剰 余 金 期 末 残 高

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年

４月２２日付内閣府令第４７号）により改正されたことに伴い、当連結会計年度からは

「（資本剰余金の部）」及び「（利益剰余金の部）」に区分して記載しております。
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連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成１４年４月 １ 日
至 平成１５年３月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純損失 △ ５,７７８
減価償却費 ２,２２１
持分法による投資損益（△） △ ４８
貸倒引当金の減少額 △ ８,５１１
債権売却損失引当金の減少額 △ １７,３４８
退職給付引当金の減少額 △ ８,６４１
資金運用収益 △ ４９,８８９
資金調達費用 ３,４２１
有価証券関係損益（△） ３,８７５
金銭の信託の運用損益（△） △ ０
為替差損益（△） △ ８５４
動産不動産処分損益（△） １１０
商品有価証券の純増（△）減 ４５８
貸出金の純増（△）減 ７５,７６９
預金の純増減（△） △ ２１,６９４
コールローン等の純増（△）減 １７,１１３
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △ ６５,２４８
コールマネー等の純増減（△） ５,２０８
外国為替（資産）の純増（△）減 △ ２０１
外国為替（負債）の純増減（△） ０
資金運用による収入 ５４,１１９
資金調達による支出 △ ３,６４３
その他 ８,３３６

小 計 △ １１,２２５
法人税等の支払額 △ １５３
営業活動によるキャッシュ・フロー △ １１,３７８

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ ６７０,８１７
有価証券の売却による収入 ２３７,２２１
有価証券の償還による収入 ４５６,９６２
金銭の信託の増加による支出 △ ２,０００
金銭の信託の減少による支出 ２,０００
動産不動産の取得による支出 △ １,２２５
動産不動産の売却による収入 １６７
投資活動によるキャッシュ・フロー ２２,３０９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 △ ２,５００
少数株主への配当金の支払額 △ １
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２,５０１

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １８
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ８,４１１
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５７,７５３
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ６６,１６４

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」
のうち、手許現金、日本銀行への預け金及び随時引き出し可能な預け金であります。

３．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている「現金預け金」の金額は、
一致しております。
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比較連結貸借対照表
株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在 比 較

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 66,164 57,753 8,411

22,027 40,536 △ 18,509コールローン及び買入手形

債券貸借取引支払保証金 135,818 - 135,818
買 入 金 銭 債 権 1,761 364 1,397
商 品 有 価 証 券 4,870 5,328 △ 458
有 価 証 券 624,012 676,381 △ 52,369
貸 出 金 1,794,345 1,870,114 △ 75,769
外 国 為 替 1,866 1,665 201
そ の 他 資 産 46,787 109,805 △ 63,018
動 産 不 動 産 33,067 34,289 △ 1,222
繰 延 税 金 資 産 43,369 43,499 △ 130
支 払 承 諾 見 返 54,238 61,851 △ 7,613
貸 倒 引 当 金 △ 26,328 △ 34,839 8,511
資 産 の 部 合 計 2,801,998 2,866,751 △ 64,753
（ 負 債 の 部 ）
預 金 2,624,129 2,645,824 △ 21,695

12,136 6,988 5,148コールマネー及び売渡手形

借 用 金 29,906 32,346 △ 2,440
外 国 為 替 49 48 1
社 債 2,000 2,000 -
そ の 他 負 債 11,581 19,254 △ 7,673
退 職 給 付 引 当 金 4,348 12,990 △ 8,642
債権売却損失引当金 4,957 22,305 △ 17,348
繰 延 税 金 負 債 - 37 △ 37
支 払 承 諾 54,238 61,851 △ 7,613
負 債 の 部 合 計 2,743,348 2,803,647 △ 60,299
（ 少 数 株 主 持 分 ）

534 491 43少 数 株 主 持 分
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346
資 本 準 備 金 49,691
欠 損 金 46,445

△ 970評 価 差 額 金
62,623計

△ 10自 己 株 式
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346
資 本 剰 余 金 9,297
利 益 剰 余 金 △ 11,771

313株 式 等 評 価 差 額 金
△ 70自 己 株 式

資 本 の 部 合 計 58,115 62,612 △ 4,497
2,801,998 2,866,751 △ 64,753負債、少数株主持分及び

資 本 の 部 合 計

（注）前連結会計年度の「その他資産」には、「債券借入取引担保金」（当連結会計年度から「債券貸借取引支払保証金」として区分掲

記。） 70,569百万円が含まれております。
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比較連結損益計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日
科 目 比 較

至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

経 常 収 益 63,637 66,412 △ 2,775

資 金 運 用 収 益 49,889 54,491 △ 4,602

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 41,825 ) ( 44,291 ) △ 2,466 )(

( 7,719 ) ( 7,423 ) 296 )（うち有価証券利息配当金） (

役 務 取 引 等 収 益 7,401 7,214 187

そ の 他 業 務 収 益 4,405 2,053 2,352

そ の 他 経 常 収 益 1,941 2,653 △ 712

経 常 費 用 72,046 79,656 △ 7,610

資 金 調 達 費 用 3,421 8,050 △ 4,629

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 2,075 ) ( 6,574 ) △ 4,499 )(

役 務 取 引 等 費 用 2,601 2,408 193

そ の 他 業 務 費 用 6,613 504 6,109

営 業 経 費 35,695 37,847 △ 2,152

そ の 他 経 常 費 用 23,713 30,845 △ 7,132

経 常 損 失 8,408 13,244 △ 4,836

特 別 利 益 2,754 1,627 1,127

特 別 損 失 123 57,558 △ 57,435

5,778 69,175 △ 63,397税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

法人税､住民税及び事業税 109 134 △ 25

法 人 税 等 調 整 額 △ 95 △ 3,278 3,183

少 数 株 主 利 益 45 △ 57 102

当 期 純 損 失 5,837 65,972 △ 60,135
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比較連結剰余金計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日
科 目 比 較

至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

20,599連 結 剰 余 金 期 首 残 高

1,071連 結 剰 余 金 減 少 高

1,071配 当 金

65,972当 期 純 損 失

46,445欠 損 金 期 末 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

49,691資 本 剰 余 金 期 首 残 高

40,393資 本 剰 余 金 減 少 高

40,393資 本 準 備 金 取 崩 額

9,297資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

△ 46,445利 益 剰 余 金 期 首 残 高

40,511利 益 剰 余 金 増 加 高

117持分法適用会社増加に伴う増加高

40,393資 本 準 備 金 取 崩 額

5,837利 益 剰 余 金 減 少 高

5,837当 期 純 損 失

△ 11,771利 益 剰 余 金 期 末 残 高
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比較連結キャッシュ・フロー計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日
科 目 比 較

至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
63,397税金等調整前当期純損失 △ 5,778 △ 69,175

34減価償却費 2,221 2,187
48 23 25持分法による投資損益（△） △ △ △

8,511 9,421 17,932貸倒引当金の増加額又は減少額（△） △ △
17,348 9,366 26,714債権売却損失引当金の増加額又は減少額（△） △ △
8,641 3,031 △ 11,672退職給付引当金の増加額又は減少額(△) △

△ 49,889 △ 54,491 4,602資金運用収益
3,421 8,050 △ 4,629資金調達費用
3,875 55,622 △ 51,747有価証券関係損益（△）

△ 0 - △ 0金銭の信託の運用損益（△）
△ 854 △ 1,708 854為替差損益（△）

110 △ 519 629動産不動産処分損益（△）
458 △ 1,386 1,844商品有価証券の純増（△）減

75,769 39,784 35,985貸出金の純増（△）減
△ 21,694 △ 103,502 81,808預金の純増減（△）

17,113 592 16,521コールローン等の純増（△）減
- 111,855 △ 111,855債券借入取引担保金の純増（△）減

△ 65,248 - △ 65,248債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
5,208 6,986 △ 1,778コールマネー等の純増減（△）

△ 201 298 △ 499外国為替（資産）の純増（△）減
0 11 △ 11外国為替（負債）の純増減（△）

54,119 54,819 △ 700資金運用による収入
△ 3,643 △ 9,284 5,641資金調達による支出

8,336 648 7,688その他

△ 11,225 62,584 △ 73,809小 計
△ 153 △ 124 △ 29法人税等の支払額

△ 11,378 62,459 △ 73,837営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 670,817 △ 502,475 △ 168,342有価証券の取得による支出

237,221 206,802 30,419有価証券の売却による収入
456,962 231,346 225,616有価証券の償還による収入

△ 2,000 - △ 2,000金銭の信託の増加による支出
2,000 - 2,000金銭の信託の減少による収入

△ 1,225 △ 2,518 1,293動産不動産の取得による支出
167 893 △ 726動産不動産の売却による収入

22,309 △ 65,951 88,260投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
- 2,000 △ 2,000劣後特約付借入による収入

△ 2,500 △ 2,000 △ 500劣後特約付借入金の返済による支出
- 2,000 △ 2,000劣後特約付社債の発行による収入
- 23,832 △ 23,832株式の発行による収入
- △ 1,071 1,071配当金の支払額

△ 1 △ 1 -少数株主への配当金の支払額

△ 2,501 24,759 △ 27,260財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 18 16 △ 34Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

8,411 21,284 △ 12,873Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

57,753 36,469 21,284Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

66,164 57,753 8,411Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

（注）「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年４月２２日付内閣府令第４７号）により、銀行法施行規則別紙様式が改

正されたことに伴い、前連結会計年度における「債券借入取引担保金の純増（△）減」は、当連結会計年度から「債券貸借取引支払

保証金の純増（△）減」として記載しております。
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株式会社 紀 陽 銀 行

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
①連結子会社 ３社
会社名

陽和ビジネスサービス株式会社
阪和信用保証株式会社
紀陽ビジネスファイナンス株式会社

②非連結子会社
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結子会社及び関連会社 ４社
会社名

紀陽ソフトウェアサービス株式会社
紀陽リース・キャピタル株式会社
株式会社紀陽カード
株式会社紀陽カードディーシー

なお、従来持分法非適用の関連会社であった株式会社紀陽カードと株式会社
紀陽カードディーシーは、重要性が増加したため当連結会計年度より持分法適
用の関連会社としております。

②持分法非適用の非連結子会社及び関連会社
該当ありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は次のとおりであります。
３月末日 ３社

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成して

おります。
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）

前連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

連結会社は銀行業務を中心に、事務代行業務などの金融サービスに係る事業を行っておりますが、そ

れらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載してお

りません。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）

前連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び海外支店が存在しないため、所在地別セグメント情

報は記載しておりません。

３．国際業務経常収益

当連結会計年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）

前連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。

関連当事者との取引

当連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。
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税効果会計

当連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金 34,576
有価証券償却 17,175
繰越欠損金 9,457
退職給付引当金 5,317
債権売却損失引当金 2,067
その他 1,995

繰延税金資産小計 70,590
評価性引当額 △ 26,937
繰延税金資産合計 43,653
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 190
その他 △ 93

繰延税金負債合計 △ 284
繰延税金資産の純額 43,369

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正額

「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年３月法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平
成16年４月１日以後開始する連結会計年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び
「資本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利益に関連する金額を課税標準と
する税金には該当しないことになります。
この変更に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する平成16年度以降の法定実効税率は

当連結会計年度の41.7％から40.4％となり、「繰延税金資産」は 1,148百万円減少し、当連結会計年度
に計上された「法人税等調整額」は 1,154百万円増加しております。また、「株式等評価差額金」は
6百万円増加しております。
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有価証券

※連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

当連結会計年度の損益
連結貸借対照表計上額 に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 4,870 24

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

連結貸借対 時 価 差 額
照表計上額 うち益 うち損

国 債 － － － － －
地 方 債 － － － － －
短期社債 － － － － －
社 債 2,674 2,672 △ 1 1 2
そ の 他 13,511 13,566 54 79 24
合 計 16,185 16,239 53 80 26

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対 評 価 差 額
照表計上額 うち益 うち損

株 式 33,705 30,764 △ 2,940 2,429 5,369
債 券 410,518 412,880 2,362 3,874 1,512

国 債 301,136 301,279 143 1,540 1,397
地 方 債 21,578 22,440 861 862 1
短期社債 － － － － －
社 債 87,803 89,160 1,356 1,471 114

そ の 他 160,883 161,934 1,051 1,981 930
合 計 605,107 605,580 472 8,285 7,813

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したも
のであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落した
ものについては、時価が取得原価まで回復する見込みがない場合には、当該時価をもって連結貸借対
照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）
しております。
当連結会計年度におけるその他有価証券で時価のある銘柄の減損処理額は、 8,551百万円（うち、

株式 2,663百万円、その他 5,888百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より３０％超下落した

場合としております。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）
該当ありません。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）
（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額
そ の 他 有 価 証 券 252,166 5,181 271
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６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）
金額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,847

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超
債 券 123,702 156,723 73,572 61,555

国 債 97,118 97,586 49,972 56,602
地 方 債 3,589 10,342 8,508 －
短期社債 － － － －
社 債 22,995 48,794 15,091 4,952

そ の 他 16,800 62,318 75,558 10,165
合 計 140,503 219,041 149,131 71,720

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）（平成15年3月31日現在）
該当ありません。

前連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

前連結会計年度の損益
連結貸借対照表計上額 に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 5,328 △ 15

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対 評 価 差 額
照表計上額 うち益 うち損

株 式 53,625 53,716 90 2,257 2,167
債 券 515,804 519,003 3,199 4,478 1,279

国 債 381,855 382,725 870 1,708 838
地 方 債 39,963 41,547 1,583 1,583 －
社 債 93,985 94,730 745 1,186 441

そ の 他 105,543 101,282 △ 4,261 346 4,608
合 計 674,973 674,002 △ 971 7,083 8,054

（注）１．連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したも
のであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある銘柄については、時価が取得原価より３０
％超下落しているものについて、時価が「著しく下落した」と判断し、57,451百万円の減損処理を
行っております。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）
該当ありません。



- 27 -

株式会社 紀 陽 銀 行

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）
（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額
そ の 他 有 価 証 券 221,236 3,649 1,765

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）
金額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,149

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超
債 券 134,436 230,537 122,866 31,163

国 債 102,434 163,367 85,760 31,163
地 方 債 2,895 13,212 25,439 －
社 債 29,107 53,957 11,665 －

そ の 他 14,357 33,403 32,343 1,103
合 計 148,794 263,941 155,209 32,266

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）（平成14年3月31日現在）
該当ありません。

金銭の信託

当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成15年3月31日現在）
該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成15年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成15年3月31日現在）
該当ありません。

前連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成14年3月31日現在）
該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成14年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成14年3月31日現在）
該当ありません。
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その他有価証券評価差額金

当連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成15年3月31日現在）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
金 額

評価差額 472
その他有価証券 472
その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 190
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 281
（△）少数株主持分相当額 0
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 31
その他有価証券評価差額金 313

前連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成14年3月31日現在）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
金 額

評価差額 △ 971
その他有価証券 △ 971
その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 2
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） △ 974
（△）少数株主持分相当額 1
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 5
その他有価証券評価差額金 △ 970
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退職給付

１．採用している退職給付制度の概要

当行は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま
た、連結子会社では、退職一時金制度を設けております。
なお、当行は、厚生年金基金の代行部分について、平成15年2月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を

受けております。
また、当行は、当連結会計年度において退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）
退職給付債務 (A) △ 26,580 △ 46,569
年金資産 (B) 10,794 18,342
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 15,785 △ 28,226
会計基準変更時差異の未処理額 (D) 4,086 9,665
未認識数理計算上の差異 (E) 7,350 5,571
未認識過去勤務債務 (F) ─ ─
連結貸借対照表計上額純額 (G)=(C)+(D)+(E)+(F) △ 4,348 △ 12,990
前払年金費用 (H) ─ ─
退職給付引当金 (G)-(H) △ 4,348 △ 12,990

（注）１．前連結会計年度は、厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
当連結会計年度において、当行は、厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、
厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年
金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。なお、平成15年3月31日現在において測定された年金
資産の返還相当額は、11,367百万円であります。
２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分 自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日（ ） （ ）至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

勤務費用 1,261 1,385
利息費用 1,306 1,367
期待運用収益 △ 661 △ 772
過去勤務債務の費用処理額 ─ △ 1,026
数理計算上の差異の費用処理額 414 264
会計基準変更時差異の費用処理額 3,025 3,221
その他 36 40
退職給付費用 5,383 4,481
厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △ 2,237 ─

計 3,146 4,481

（注）１．平成12年3月31日の厚生年金保険法の改正に伴い、前連結会計年度において当行の厚生年金基金の代行部分に
係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を行ったことにより発生した過去勤務債務（債務の減額）に
ついては、前連結会計年度にその全額を損益処理しております。
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）
（１）割引率 ２．５％ ３．０％
（２）期待運用収益率 ４．０％ 同 左
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左
（４）過去勤務債務の額の処理年数 ─ １年
（５）数理計算上の差異の処理年数 １３年（各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数による定額法により按 同 左
分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から損益処理すること
としております。）

（６）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同 左
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上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 東証・大証株式会社 紀 陽 銀 行
コ ー ド 番 号 ８３７０ 本社所在都道府県 和歌山県
（ＵＲＬ http://www.kiyobank.co.jp/ ）
代 表 者 役 職 名 取 締 役 頭 取

氏 名 片 山 博 臣
問合せ先責任者 役 職 名 経営企画本部副本部長

ＴＥＬ（073）426－7133氏 名 松 岡 靖 之
決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株）

１．平成１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。（１）経営成績

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
15年3月期 63,289 ( △ 4.4 ) △ 9,544 ( － ) △ 6,788 ( － ）
14年3月期 66,179 ( △ 10.7 ) △ 12,270 ( － ) △ 66,300 ( － ）

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 経 常 収 支 率 預 金 残 高当 期 純 利 益 1 当期純利益率株 当 た り 当 期 純 利 益

百万円円 銭 円 銭 ％ ％
15年3月期 △ 16 78 △ 21.6 115.1 2,626,121
14年3月期 △ 226 55 △ 117.3 118.5 2,648,083

(注) ①期中平均株式数 １５年３月期 普通株式 404,469,852株 第一回優先株式 49,165,000株
１４年３月期 普通株式 292,650,991株 第一回優先株式 49,165,000株

②会計処理の方法の変更 無
③経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。

（２）配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本配 当 性 向
中 間 期 末 （ 年 間 ） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％百万円
15年3月期(普通株式） 0 00 0 00 0 00

(第一回優先株式) 0 00 0 00 0 00
14年3月期(普通株式) 0 00 0 00 0 00

(第一回優先株式) 0 00 0 00 0 00

（３）財政状態

１株当たり 自己資本比率総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本 （国内基準）

％ 円 銭 ％百万円 百万円
速報値)15年3月期 2,806,683 63,086 2.2 70 90 7.21 (

14年3月期 2,872,626 68,655 2.4 84 64 7.56

（注）①期末発行済株式数 １５年３月期 普通株式 404,361,921株 第一回優先株式 49,165,000株
１４年３月期 普通株式 404,545,192株 第一回優先株式 49,165,000株

②期末自己株式数 １５年３月期 228,474株 １４年３月期 45,203株

２．平成１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金経常収益 経常利益 当期純利益
中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭百万円 百万円 百万円
中 間 期 30,500 2,000 2,800 普通株式

第一回優先株式

通 期 60,000 3,700 4,000 普通株式 2 50 2 50
14 00 14 00第一回優先株式

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 8円 19銭

※業績予想の利用に関する注意事項
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項等につきましては、添付資料の９ページを参照してください。
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「平成１５年３月期の業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額＝ × 100
済優先株式数×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２｛（期首株主資本－期首発行

経常費用
○経常収支率 ＝ × 100

経常収益

普通株式配当金総額
○配当性向 ＝ × 100

当期純利益－優先株式配当金総額

普通株式配当金総額
○株主資本配当率 ＝ × 100

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額
○１株当たり株主資本 ＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１６年３月期の業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式を除く。
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第１９３期末（平成１５年３月３１日現在）貸借対照表

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

６６,１６３ ２,６２６,１２１現 金 預 け 金 預 金
４５,３１７ ９９,５１４現 金 当 座 預 金
２０,８４６ ９５６,８９４預 け 金 普 通 預 金
２２,０２７ ３８,８５０コ ー ル ロ ー ン 貯 蓄 預 金

債券貸借取引支払保証金 １３５,８１８ １３,２１０通 知 預 金
１,７６１ １,４００,４００買 入 金 銭 債 権 定 期 預 金
４,８７０ １７,３７４商 品 有 価 証 券 定 期 積 金
４,８７０ ９９,８７６商 品 国 債 そ の 他 の 預 金

６２２,９０７ １２,１３６有 価 証 券 コ ー ル マ ネ ー
２９９,７７４ ２９,９０６国 債 借 用 金
２２,４４０ ２９,９０６地 方 債 借 入 金
９１,８３４ ４９社 債 外 国 為 替
３３,４１０ ２０株 式 売 渡 外 国 為 替
１７５,４４６ ２８そ の 他 の 証 券 未 払 外 国 為 替

１,８０７,１６３ ２,０００貸 出 金 社 債
４３,４４２ ９,９３２割 引 手 形 そ の 他 負 債
２１８,０６０ ３４手 形 貸 付 未 払 法 人 税 等

１,２８７,１１８ ３,１６１証 書 貸 付 未 払 費 用
２５８,５４２ １,６５６当 座 貸 越 前 受 収 益

１,８６６ ３０６外 国 為 替 従 業 員 預 り 金
４６９ ５外 国 他 店 預 け 給 付 補 て ん 備 金
２０１ ０買 入 外 国 為 替 金 融 派 生 商 品

１,１９５ ４,７６７取 立 外 国 為 替 そ の 他 の 負 債
４６,７８８ ４,３３５そ の 他 資 産 退 職 給 付 引 当 金

１２５ ４,９５７前 払 費 用 債権売却損失引当金
４,５２９ ５４,１５６未 収 収 益 支 払 承 諾

３０,２３８ ２,７４３,５９６未 収 金 負 債 の 部 合 計
そ の 他 の 資 産 （ 資 本 の 部 ）１１,８９５

２７,０１１ ６０,３４６動 産 不 動 産 資 本 金
２４,９０８ ９,２９７土 地 建 物 動 産 資 本 剰 余 金

２２ ９,２９７建 設 仮 払 金 資 本 準 備 金
２,０８０ △ ６,７８８保 証 金 権 利 金 利 益 剰 余 金

４３,１５６ ６,７８８繰 延 税 金 資 産 当 期 未 処 理 損 失
５４,１５６ ６,７８８支 払 承 諾 見 返 当 期 損 失

△ ２７,００７ ２８０貸 倒 引 当 金 株 式 等 評 価 差 額 金
△ ５０自 己 株 式

６３,０８６資 本 の 部 合 計
２,８０６,６８３ ２,８０６,６８３資 産 の 部 合 計 負債及び資本の部合計
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社

株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものに
ついては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないもの
については移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の
評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
５．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ６年～５０年
動 産 ４年～２０年

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却
しております。

７．新株発行費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
８．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）を適用し
ておりましたが、当期からは「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）を適用しております。
なお、当期は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置を適用し、
「資金関連スワップ取引」及び「通貨スワップ取引」については、従前の方法により会計処理してお
ります。
また、先物為替取引等に係る円換算差金については、貸借対照表上、相殺表示しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経
過措置に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸
借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期
から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上する
とともに、決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の
調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき
又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とし
た為替スワップ取引であります。
異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当額の支払額又は受取額と通
貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分
に適用されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引については、
日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置に基づき、債権元本相当額及
び債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、交換利息相当額
はその期間にわたり発生主義により損益計算書に計上するとともに、決算日の未収収益又は未払費用
を計上しております。

９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る
債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直
接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して
おります。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま
す。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は 93,874百万円であります。
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10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は、各発生年度
の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌期から損益処理しております。
なお、会計基準変更時差異（10,215百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。

11．債権売却損失引当金は、（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値等を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引
当金は商法旧第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

12．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

13．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対
象外消費税等は当期の費用に計上しております。

14．当期から連結納税制度を適用しております。
15．子会社の株式（及び出資）総額 808百万円
16．子会社に対する金銭債権総額 11,702百万円
17．子会社に対する金銭債務総額 1,573百万円
18．動産不動産の減価償却累計額 33,870百万円
19．動産不動産の圧縮記帳額 1,089百万円
20．貸借対照表上に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部については、リース契約により使用

しております。
21．貸出金のうち、破綻先債権額は 13,064百万円、延滞債権額は 84,735百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和
４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

22．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 1,184百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延してい
る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 45,399百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

24．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 144,383百万
円であります。
なお、21．から24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

25．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利
を有しておりますが、その額面金額は 43,643百万円であります。

26．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 71,749百万円
担保資産に対応する債務

預 金 11,352百万円
コールマネー 11,894百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 68,997百
万円を差し入れております。
なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しておりま
すが、これにより引き渡した買入外国為替の額面金額は 46百万円であります。

27．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
29,500百万円が含まれております。

28．社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。
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29．１株当たりの当期損失 16円 78銭
「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する事
業年度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を
適用しております。
なお、当期から企業会計基準第２号等が適用されたことに伴う影響額はありません。

30．商法旧第２９０条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額は、285
百万円であります。

31．商法施行規則旧第７２条に規定する「貸借対照表上の純資産から土地再評価差額金及び株式等評価差
額金の合計額を控除した金額」から「資本金、資本準備金及び利益準備金の合計額」を差し引いた資
本の欠損の額は 6,838百万円であります。

32．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自
由に処分できる権利を有する有価証券 135,643百万円については、当期末には当該処分をせずに所有
しております。

33．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、 269,685百万円であります。このうち
原契約期間が１年以内のもの(又は任意の時期に無条件で取消可能なもの)が 266,726百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）
予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

34．当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年２月１日
に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。
当行は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第
１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債
務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しており、本処理に伴う影響額は、特別利
益として 2,237百万円計上しております。
なお、当期末における返還相当額は、11,367百万円であります。

35．「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１
日以後に適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準を適用しております。なお、これ
による当期の資産及び資本に与える影響はありません。

36．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年４月２２日付
内閣府令第４７号）により改正されたこと等に伴い、当期から次のとおり表示方法を変更しておりま
す。
(1) 現金担保付債券貸借取引の取引担保金については、従来、「債券借入取引担保金」として表示し

ておりましたが、当期からは「債券貸借取引支払保証金」として区分掲記しております。
(2) 前期において区分掲記していた「評価差額金」は、当期からは「株式等評価差額金」として表示

しております。
(3) 前期において資本の部は、「資本金」、「法定準備金」及び「剰余金（欠損金）」として区分掲

記しておりましたが、当期からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示
しております。

表示方法の変更
「未収金」（当期末 30,238百万円）はその金額が資産の合計額の 100分の１を超えたため、当期末よ
り区分掲記しております。なお、前期末において「その他の資産」に含まれておりました「未収金」
は 17,105百万円であります。
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平成１４年４月１日から
第１９３期 損益計算書

平成１５年３月31日まで
株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 ６３，２８９
資 金 運 用 収 益 ５０，１８４

貸 出 金 利 息 ４２，１２３
有 価 証 券 利 息 配 当 金 ７，７１６
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ２９
買 現 先 利 息 ０
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 ７
買 入 手 形 利 息 ０
預 け 金 利 息 ３
そ の 他 の 受 入 利 息 ３０２

役 務 取 引 等 収 益 ６，８６９
受 入 為 替 手 数 料 ３，３２２
そ の 他 の 役 務 収 益 ３，５４７

そ の 他 業 務 収 益 ４，４０５
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ６１
国 債 等 債 券 売 却 益 ４，３４２
そ の 他 の 業 務 収 益 １

そ の 他 経 常 収 益 １，８３０
株 式 等 売 却 益 ８３８
金 銭 の 信 託 運 用 益 ０
そ の 他 の 経 常 収 益 ９９０

経 常 費 用 ７２，８３３
資 金 調 達 費 用 ３，４２１

預 金 利 息 ２，０７５
譲 渡 性 預 金 利 息 ０
コ ー ル マ ネ ー 利 息 １７５
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 ０
借 用 金 利 息 ６４３
社 債 利 息 ５０
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 ４６７
そ の 他 の 支 払 利 息 ８

役 務 取 引 等 費 用 ２，８０５
支 払 為 替 手 数 料 ６７４
そ の 他 の 役 務 費 用 ２，１３１

そ の 他 業 務 費 用 ６，６１３
外 国 為 替 売 買 損 ４９２
国 債 等 債 券 売 却 損 ７８
国 債 等 債 券 償 却 ５，８８８
金 融 派 生 商 品 費 用 １５４

営 業 経 費 ３５，８５９
そ の 他 経 常 費 用 ２４，１３４

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４，３９２
貸 出 金 償 却 １３，７２３
株 式 等 売 却 損 １８７
株 式 等 償 却 ２，８８４
そ の 他 の 経 常 費 用 ２，９４５

経 常 損 失 ９，５４４
特 別 利 益 ２，７０８

動 産 不 動 産 処 分 益 ４
償 却 債 権 取 立 益 ４６６
厚生年金基金代行部分返上益 ２，２３７

特 別 損 失 １１０
動 産 不 動 産 処 分 損 １１０

税 引 前 当 期 損 失 ６，９４６
法人税、住民税及び事業税 △ ２９
法 人 税 等 調 整 額 △ １２８
当 期 損 失 ６，７８８
当 期 未 処 理 損 失 ６，７８８
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2．子会社との取引による収益総額 466百万円

子会社との取引による費用総額 3,285百万円

3．その他の経常費用には、貸出債権売却損 1,619百万円、債権売却損失引当金繰入額 841百万円を含んでおり

ます。

4．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１５年４月２２日付内閣府

令第４７号）により改正されたことに伴い、前期において「資金調達費用」中「その他の支払利息」、又は

「資金運用収益」中「その他の受入利息」に含めて表示していた現金担保付債券貸借取引に係る受払利息は、

当期からは、それぞれ同「債券貸借取引支払利息」、又は同「債券貸借取引受入利息」として表示しており

ます。
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第１９３期 損 失 処 理 計 算 書 案

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：円）

科 目 金 額

当 期 未 処 理 損 失 6,788,143,682

損 失 処 理 額 6,788,143,682

資 本 準 備 金 取 崩 額 6,788,143,682

次 期 繰 越 損 失 0

○１株当たり配当金

平成15年3月期 平成14年3月期

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普 通 株 式 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00

第一回優先株式 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00
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比較貸借対照表（主要内訳）
株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 平成１４年度末 平成１３年度末 比 較
（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 66,163 57,752 8,411
コ ー ル ロ ー ン 22,027 40,536 △ 18,509

135,818 135,818債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権 1,761 364 1,397
商 品 有 価 証 券 4,870 5,328 △ 458
有 価 証 券 622,907 675,424 △ 52,517
貸 出 金 1,807,163 1,883,061 △ 75,898
外 国 為 替 1,866 1,665 201
そ の 他 資 産 46,788 109,684 △ 62,896
動 産 不 動 産 27,011 28,195 △ 1,184
繰 延 税 金 資 産 43,156 43,217 △ 61
支 払 承 諾 見 返 54,156 61,758 △ 7,602
貸 倒 引 当 金 △ 27,007 △ 34,364 7,357
資 産 の 部 合 計 2,806,683 2,872,626 △ 65,943
（ 負 債 の 部 ）
預 金 2,626,121 2,648,083 △ 21,962
コ ー ル マ ネ ー 12,136 6,988 5,148
借 用 金 29,906 32,346 △ 2,440
外 国 為 替 49 48 1
社 債 2,000 2,000
そ の 他 負 債 9,932 17,456 △ 7,524
退 職 給 付 引 当 金 4,335 12,982 △ 8,647
債権売却損失引当金 4,957 22,305 △ 17,348
支 払 承 諾 54,156 61,758 △ 7,602
負 債 の 部 合 計 2,743,596 2,803,970 △ 60,374
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346
法 定 準 備 金 61,644
欠 損 金 52,347
任 意 積 立 金 12,383
当期未処理損失 64,730
当 期 損 失 66,300

評 価 差 額 金 △ 977
△ 10自 己 株 式

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346
資 本 剰 余 金 9,297

資 本 準 備 金 9,297
利 益 剰 余 金 △ 6,788

当期未処理損失 6,788
当 期 損 失 6,788

株 式 等 評 価差額金 280
自 己 株 式 △ 50
資 本 の 部 合 計 63,086 68,655 △ 5,569
負債及び資本の部合計 2,806,683 2,872,626 △ 65,943

（注）前期の「その他資産」には、「債券借入取引担保金」（当期から「債券貸借取引支払保証金」として区分掲記。） 70,569百万円が含

まれております。
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比較損益計算書（主要内訳）

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 平 成 １ ４ 年 度 平 成 １ ３ 年 度 比 較

経 常 収 益 63,289 66,179 △ 2,890

資 金 運 用 収 益 50,184 54,785 △ 4,601

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 42,123 ) ( 44,590 ) ( △ 2,467 )

( 7,716 ) ( 7,418 ) ( 298 )（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益 6,869 6,721 148

そ の 他 業 務 収 益 4,405 2,053 2,352

そ の 他 経 常 収 益 1,830 2,619 △ 789

経 常 費 用 72,833 78,449 △ 5,616

資 金 調 達 費 用 3,421 8,052 △ 4,631

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 2,075 ) ( 6,575 ) ( △ 4,500 )

役 務 取 引 等 費 用 2,805 2,598 207

そ の 他 業 務 費 用 6,613 504 6,109

営 業 経 費 35,859 37,912 △ 2,053

そ の 他 経 常 費 用 24,134 29,380 △ 5,246

経 常 損 失 9,544 12,270 △ 2,726

特 別 利 益 2,708 606 2,102

特 別 損 失 110 57,548 △ 57,438

税 引 前 当 期 損 失 6,946 69,212 △ 62,266

法人税､住民税及び事業税 △ 29 50 △ 79

法 人 税 等 調 整 額 △ 128 △ 2,962 2,834

当 期 損 失 6,788 66,300 △ 59,512

前 期 繰 越 利 益 1,570 △ 1,570

当 期 未 処 理 損 失 6,788 64,730 △ 57,942
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比較損失処理計算書案

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 平 成 １ ４ 年 度 平 成 １ ３ 年 度 比 較

当 期 未 処 理 損 失 6,788 64,730 △ 57,942

損 失 処 理 額 6,788 64,730 △ 57,942

任 意 積 立 金 取 崩 額 12,383 △ 12,383

別途積立金取崩額 12,383 △ 12,383

利 益 準 備 金 取 崩 額 11,953 △ 11,953

資 本 準 備 金 取 崩 額 6,788 40,393 △ 33,605

次 期 繰 越 損 失
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株式会社 紀 陽 銀 行

税効果会計

第１９３期（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 34,418
有価証券償却損金不算入額 17,145
繰越欠損金 9,258
退職給付引当金損金算入限度超過額 5,312
債権売却損失引当金 2,067
その他 1,917

繰延税金資産小計 70,119
評価性引当額 △ 26,773
繰延税金資産合計 43,346
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 189

繰延税金負債合計 △ 189
繰延税金資産の純額 43,156

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期損失が計上されているため、記載しておりません。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正額

「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年３月法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平
成16年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資
本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利益に関連する金額を課税標準とする
税金には該当しないことになります。
この変更に伴い、当行の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する平成16年度以降の法定実効

税率は当期の41.7％から40.4％となり、「繰延税金資産」は 1,148百万円減少し、当期に計上された
「法人税等調整額」は 1,154百万円増加しております。また、「株式等評価差額金」は 6百万円増加し
ております。
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役 員 の 異 動役 員 の 異 動役 員 の 異 動役 員 の 異 動

下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、お知らせします。下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、お知らせします。下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、お知らせします。下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、お知らせします。

記記記記
１．代表者の異動１．代表者の異動１．代表者の異動１．代表者の異動

該当ありません該当ありません該当ありません該当ありません

２．その他の役員の異動２．その他の役員の異動２．その他の役員の異動２．その他の役員の異動
（１）昇格予定取締役（１）昇格予定取締役（１）昇格予定取締役（１）昇格予定取締役

該当ありません該当ありません該当ありません該当ありません

（２）昇格予定監査役（２）昇格予定監査役（２）昇格予定監査役（２）昇格予定監査役
該当ありません該当ありません該当ありません該当ありません

（３）新任取締役候補（３）新任取締役候補（３）新任取締役候補（３）新任取締役候補
該当ありません該当ありません該当ありません該当ありません

（４）新任監査役候補（平成１５年６月２７日付）（４）新任監査役候補（平成１５年６月２７日付）（４）新任監査役候補（平成１５年６月２７日付）（４）新任監査役候補（平成１５年６月２７日付）
ます お みのるます お みのるます お みのるます お みのる

監査役(非常勤) 増 尾 穰 現 南海電気鉄道株式会社 相談役監査役(非常勤) 増 尾 穰 現 南海電気鉄道株式会社 相談役監査役(非常勤) 増 尾 穰 現 南海電気鉄道株式会社 相談役監査役(非常勤) 増 尾 穰 現 南海電気鉄道株式会社 相談役
南海ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社南海ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社南海ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社南海ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社（社外監査役）（社外監査役）（社外監査役）（社外監査役）

代表取締役会長代表取締役会長代表取締役会長代表取締役会長

（５）退任予定取締役（平成１５年６月２７日付）（５）退任予定取締役（平成１５年６月２７日付）（５）退任予定取締役（平成１５年６月２７日付）（５）退任予定取締役（平成１５年６月２７日付）
ふる た とみ ひさふる た とみ ひさふる た とみ ひさふる た とみ ひさ

常務取締役 古 田 富 久 株式会社紀陽カード ならびに常務取締役 古 田 富 久 株式会社紀陽カード ならびに常務取締役 古 田 富 久 株式会社紀陽カード ならびに常務取締役 古 田 富 久 株式会社紀陽カード ならびに
株式会社紀陽カードディーシー株式会社紀陽カードディーシー株式会社紀陽カードディーシー株式会社紀陽カードディーシー
代表取締役会長に就任予定代表取締役会長に就任予定代表取締役会長に就任予定代表取締役会長に就任予定

（６）退任予定監査役（平成１５年６月２７日付）（６）退任予定監査役（平成１５年６月２７日付）（６）退任予定監査役（平成１５年６月２７日付）（６）退任予定監査役（平成１５年６月２７日付）
しば とし ひでしば とし ひでしば とし ひでしば とし ひで

監査役(非常勤) 柴 俊 英監査役(非常勤) 柴 俊 英監査役(非常勤) 柴 俊 英監査役(非常勤) 柴 俊 英
社外監査役）社外監査役）社外監査役）社外監査役）（（（（

以 上以 上以 上以 上
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＜新任監査役候補 経歴書＞＜新任監査役候補 経歴書＞＜新任監査役候補 経歴書＞＜新任監査役候補 経歴書＞

昭和１２年３月１日生昭和１２年３月１日生昭和１２年３月１日生昭和１２年３月１日生ます お みのるます お みのるます お みのるます お みのる

増 尾 穰 和歌山県出身増 尾 穰 和歌山県出身増 尾 穰 和歌山県出身増 尾 穰 和歌山県出身

昭和３４年 ３月 大阪市立大学経済学部卒業昭和３４年 ３月 大阪市立大学経済学部卒業昭和３４年 ３月 大阪市立大学経済学部卒業昭和３４年 ３月 大阪市立大学経済学部卒業
昭和３４年 ４月 南海電気鉄道株式会社入社昭和３４年 ４月 南海電気鉄道株式会社入社昭和３４年 ４月 南海電気鉄道株式会社入社昭和３４年 ４月 南海電気鉄道株式会社入社
昭和５６年 ６月 同 経理部長昭和５６年 ６月 同 経理部長昭和５６年 ６月 同 経理部長昭和５６年 ６月 同 経理部長
昭和６２年 ６月 同 取締役 経理部長昭和６２年 ６月 同 取締役 経理部長昭和６２年 ６月 同 取締役 経理部長昭和６２年 ６月 同 取締役 経理部長
平成 元年 ６月 同 常務取締役平成 元年 ６月 同 常務取締役平成 元年 ６月 同 常務取締役平成 元年 ６月 同 常務取締役
平成 ５年 ６月 同 専務取締役平成 ５年 ６月 同 専務取締役平成 ５年 ６月 同 専務取締役平成 ５年 ６月 同 専務取締役
平成 ８年 ６月 同 代表取締役副社長平成 ８年 ６月 同 代表取締役副社長平成 ８年 ６月 同 代表取締役副社長平成 ８年 ６月 同 代表取締役副社長
平成１３年 ６月 同 相談役（現在）平成１３年 ６月 同 相談役（現在）平成１３年 ６月 同 相談役（現在）平成１３年 ６月 同 相談役（現在）
平成１３年 ６月 南海マネジメントサービス株式会社平成１３年 ６月 南海マネジメントサービス株式会社平成１３年 ６月 南海マネジメントサービス株式会社平成１３年 ６月 南海マネジメントサービス株式会社

代表取締役会長（現在）代表取締役会長（現在）代表取締役会長（現在）代表取締役会長（現在）

＊増尾 穰氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」＊増尾 穰氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」＊増尾 穰氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」＊増尾 穰氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第１８条第１項に定める社外監査役候補第１８条第１項に定める社外監査役候補第１８条第１項に定める社外監査役候補第１８条第１項に定める社外監査役候補


